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ジグソー学習法を取り入れた新入生を対象とする
ネットワーク利用ガイダンスの実践と評価
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概要：本研究の目的は，大学新入生を対象としたネットワーク利用ガイダンスにおいてジグソー学習法を
導入し，その効果を明らかにすることである．実験群にはジグソー学習法を取り入れたガイダンスを行い，
統制群には従来どおりの一斉講義形式によるガイダンスを行った．それぞれに事前・事後テストを実施し，
比較検討したところ，実験群における成績の伸びが統制群におけるそれを上回っており，ジグソー学習法
を取り入れたコンプライアンス教育の学習効果が高いことが分かった．また，当該ガイダンスを受けた多
くの学生が，自分自身も学習効果を実感していること，その学習法自体に対して非常に好意的にとらえて
いることが分かった．
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Abstract: The aim of this study is to evaluate the effectiveness of an information security compliance train-
ing with the Jigsaw technique for new students. Students in the experimental group learned in a Jigsaw
class, on the other hand students in the control group learned in a traditional lecture class. Pre- and post-
tests showed that the growth rate in the experimental group was higher than that in the control group,
which means that the compliance training with the Jigsaw technique is more effective. In addition, many
students who experienced the Jigsaw class taught that they realized the learning effect and that they were
very favorably impressed with the Jigsaw technique.
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1. はじめに

大学においては，新入生にネットワーク利用アカウント

を発行するにあたって，学生がネットワークを利用して他

者に損害を生じさせ法的責任が生じたりするなどの事態が

起こらないよう，ネットワーク利用ガイダンスといった名

称のガイダンス・講習会においてコンプライアンス教育を
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実施し，当該ガイダンスの受講をアカウント発行の要件と

することが多い．私立大学情報教育協会の提言する「ネッ

トワークの運用体制に関するガイドライン」[1] において情

報倫理規定のモデルが示されており，その §3-2では「本

学情報ネットワーク・システムを利用するためには，別に

定めるシステム利用細則に基づき，利用資格の取得を申請

し，所定の情報倫理講習を受講した上，利用資格及びアカ

ウントを取得しなければならない」としている．また，「高

等教育機関におけるネットワーク運用ガイドライン」[2]で

は，II-2「アカウント管理」でアカウント発行手続きにつ
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いて触れ，「利用者が実際に利用を開始するより前に，利

用者講習会や正課授業の中で適切な情報倫理教育を受講さ

せ，規定のみならず，ネットワークの秩序を維持する上で

必要なエチケットやルールを周知することが重要である」

と述べている．以上のようなガイドラインをふまえ，国内

の各大学では，アカウント発行にともなってネットワーク

利用ガイダンスのようなガイダンス・講習会を実施し，そ

の受講をアカウント発行の要件にしていると見られる．ま

た，ソーシャルメディアにおける炎上事件が取り沙汰され

て以降，各大学ではソーシャルメディア利用ガイドライン

を策定し，ソーシャルメディア利用に関する教育もあわせ

て行っている [3]．近年では，若年者が不正アクセスをはじ

めとするサイバー犯罪の加害者となる事件が問題となって

いることに鑑み [4], [5]，学生がサイバー犯罪に関わること

を阻止するために，コンプライアンス教育を実施すること

は大学の責務である．

ただし，入学時のネットワーク利用ガイダンス・コンプ

ライアンス教育がその目的を果たしているか，狙った効果

を発揮しているかについては，よく検証されなければなら

ない．入学直後の新入生は，学生生活ガイダンスや教務ガ

イダンス，プレイスメントテストや健康診断など，やるべ

きことが山積しており，ネットワーク利用ガイダンス・コ

ンプライアンス教育についても時間が十分にとれず，ネッ

トワーク利用規定や情報倫理・関係法令について講師がと

おり一遍の説明をして終わってしまう状況もままあると見

られる．「高等教育機関におけるネットワーク運用ガイド

ライン」[2] IV-2.2には「新入生ガイダンスのような大規模

な講習会などでは，ポリシーや利用規定の内容を，時間的

な制約などから，文書で配布するといった『一方的な申し

伝え』に終わってしまうのが実情である」「学部教育の初期

段階に情報処理関連の必修科目の中に事例教育を位置付け

ることによって，ガイダンス内容の周知徹底を具体化し，

『情報モラル教育』の継続的実施を行うことが望ましい」と

述べられている．ネットワーク利用ガイダンスの効果を測

定し，実効性を高めるための効果的な方法を見い出す必要

がある．

本研究は，新入生を対象としたネットワーク利用ガイダ

ンスをジグソー学習法によって行い，一斉講義形式のガイ

ダンスと比較して，その効果を検証することを目的とする．

2. 関連研究

ジグソー学習法は協同学習の技術としてAronsonにより

開発された学習法である [6], [7]．ジグソー学習法では，学

生は 5～6人からなるいくつかのグループに分割され，グ

ループのメンバはそれぞれ異なる課題を割り当てられる．

次に，同じ課題を割り当てられた者同士でグループを越え

て専門家集団を形成し，互いに議論しながらその課題につ

いて理解を深めあう．最後に，最初のグループに戻って集

まり，自分の課題についてグループの他メンバに報告する．

大学の情報関連授業におけるジグソー学習法の実践報告

は米満ら [8]，寺川ら [9]などに見られる．しかし，大学新

入生を対象とするガイダンスにおける実践報告としては，

宮脇ら [10]の図書館ガイダンスの事例は見られるが，ネッ

トワーク利用ガイダンスに関する実践報告は見当たらない．

ネットワーク利用ガイダンス・コンプライアンス教育の実

施形式については，広島大学では，必修授業の 1コマ目を

利用した講習会か別途実施する講習会において座学の一斉

講義形式で情報セキュリティ・コンプライアンス教育を行

い，さらに e-Learningと確認テストを組み合わせて実施し

ている [11]．山口大学でも一斉講義と e-Learningを組み合

わせて実施している [12]．両大学では情報セキュリティ・

コンプライアンス教育においてジグソー学習法を利用して

いない．

ネットワーク利用ガイダンスの実効性を高めるための方

法としてのジグソー学習法の利用についてはこれまで十分

検討されていない．本研究は，ネットワーク利用ガイダン

スにジグソー学習法を導入・実践し，一般的な一斉講義形

式のガイダンスと比較して，その効果を明らかにしようと

するものである．

3. 実験方法

3.1 概要

新入生を対象とするネットワーク利用ガイダンスは，

北陸大学経済経営学部 1 年生前期必修科目「情報処理入

門」の第 1 回目の時間を利用して実施する．筆者が担当

する 2 つのクラスについて，一方のクラスを統制群（66

人），もう一方のクラスを実験群（64人）とし，実験教育

を行い，結果を評価した．各クラスの第 1回目講義（統制

群：2017年 4月 10日 15:05–16:35，実験群：2017年 4月

12日 11:00–12:30）において，ソーシャルメディア利用ガ

イドラインおよびコンプライアンス教育を含むネットワー

ク利用ガイダンスを実施した．また，サイバー犯罪関連法

規の知識およびファイル共有ソフトの利用実態を知るた

めの事前アンケート調査と，教育効果を測定するための事

前・事後テスト，さらに知識・意識の変化を学生が主観的

に振り返るための事後アンケートもあわせて実施した．な

お，コンプライアンス教育の形態に関して統制群は一斉講

義形式で実施し，実験群はジグソー学習法を取り入れた教

育とした．以下，教育方法・内容，事前・事後アンケート

と事前・事後テストについて詳述する．

3.2 ソーシャルメディア利用ガイドラインとコンプライ

アンス教育

ソーシャルメディア利用ガイドライン講義では，本学学

生の SNS等利用実態調査をふまえて策定したソーシャル

メディア利用ガイドライン（暫定版）[13], [14]に基づいて，
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図 1 ソーシャルメディア利用ガイドライン

Fig. 1 Social media usage guidelines.

ソーシャルメディア利用にあたって心がけてほしいことに

ついて講義を行う．ソーシャルメディアを舞台に大学生を

はじめとする若年者が引き起こした事例 4例（反倫理的投

稿事例，プライバシ侵害・守秘義務違反投稿事例，電車内

での写真無断撮影投稿事例，LINEグループ投稿がTwitter

に公開された事例）を紹介し，そこから学ぶべきこととし

てソーシャルメディア利用ガイドライン 6項目について 1

項目ずつ紹介している．ソーシャルメディア利用ガイドラ

イン（暫定版）6項目を図 1 に示す．犯罪にならないまで

も倫理的に看過されない投稿がきっかけで投稿者の個人情

報が晒された点を強調し，自分たちの身を守るために必要

な心構えを身につけることに重点を置いている．ソーシャ

ルメディア利用ガイドラインについての講義は統制群，実

験群とも一斉講義形式で行った．

コンプライアンス教育は，各種法律に対する違反行為の

例を学ぶことを通じて，法律の名称や内容について多少な

りとも知識を獲得させ，法令を遵守する意識を培い，サイ

バー犯罪を起こさせないことを目的とする．名誉毀損や賭

博，わいせつ物頒布の罪を例とした刑法違反行為，児童ポ

ルノ禁止法違反行為，著作権法違反行為，ウイルスに関す

る罪や電子計算機損壊等業務妨害罪，不正アクセス禁止法

違反などを学習する．統制群では，PowerPointスライドを

利用した一斉講義形式で行った．実験群では，ジグソー学

習法による教育とした．その方法について次節に詳述する．

3.3 ジグソー学習法によるコンプライアンス教育

ジグソー学習法によるコンプライアンス教育の進行手順

を以下に示す．

（進行手順）

1．進行手順説明 5分

2．個人学習 15分

3．専門家会議 10分

4．グループ内での発表 14分

なお，進行の前提条件として，本ガイダンスは図 2 に示

すような横 7×縦 10の合計 70台のコンピュータが設置さ

れたコンピュータ教室で実施しており，66人（統制群）な

いしは 64人（実験群）の学生は座席表によってあらかじ

め指定された座席に着席している．

図 2 コンピュータ教室座席表

Fig. 2 Computer classroom seating chart.

図 3 ジグソー学習法手順説明（個人学習）

Fig. 3 Step-by-step instructions (individual work).

1．進行手順説明においては，図 3，図 4，図 5 に示し

たジグソー学習法手順説明スライドを学生に提示し，進行

手順について説明を行った．まず，横 7人で 1グループと

なり，各人が 1人につき 1つの法律を担当する専門家とな

ることを確認した．だれがどの法律を担当するかについて

はスライド（図 3）で示したものに従うこととした．

2．個人学習（図 3）では，各人が担当を任された法律に

ついてワークシートに取り組む．図 6 にワークシートの一

例（不正アクセス禁止法）を示す．ワークシートには違法

行為の例に関する文章と，2つの設問，「1．不正アクセス
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図 4 ジグソー学習法手順説明（専門家会議）

Fig. 4 Step-by-step instructions (expert groups).

図 5 ジグソー学習法手順説明（グループ内シェア）

Fig. 5 Step-by-step instructions (jigsaw groups).

禁止法違反行為の例について説明してください」「2．不正

アクセス禁止法違反に関する実際の事件を紹介してくださ

い」が示されている．担当者は，書かれている違法行為の

例を読み内容を理解し，その法律に関わる実際の事件・新

聞報道などについてインターネットを利用して調べ，後ほ

ど共有・発表できるよう，必要な内容をワークシートの各

設問にそれぞれメモする．

3．専門家会議（図 4）では同じ法律を担当することに

なった学生がグループを越えて集まり専門家集団を形成す

る．図 4 に従って縦 5人で専門家集団を形成するため，1

つの法律につき，2つの専門家集団が形成される．専門家

会議では，担当する法律の内容を確認し，実際の事件・事

例を議論し，理解を深める．

4．グループ内での発表（図 5）では，各専門家は専門家

会議で共有した知見をふまえ，担当した法律の違反行為の

例と具体的な事件をグループの他のメンバに紹介する．1

人 2分で 7人が順番に紹介する．

以上の流れを説明したうえで，専門家はグループ内に 1

人しかいないこと，自分がよく理解しないとグループの他

のメンバに迷惑がかかることを理解させたうえで，時間を

測って進行手順どおりに進行した．

図 6 ワークシート（不正アクセス禁止法）

Fig. 6 Worksheet (Act on Prohibition of Unauthorized Com-

puter Access).

3.4 事前・事後アンケート

事前アンケートはサイバー犯罪関連法規に関する知識と

ファイル共有ソフトの利用実態を問う全 6問からなるアン

ケートである．「1．「著作権法」について知っていますか」

という質問に対して，回答は「1．内容を知っている」「2．

名称を知っている」「3．知らない」の 3つの選択肢から選

ぶ．以下同様に「2．不正アクセス禁止法」「3．不正指令

電磁的記録に関する罪（コンピュータ・ウイルスに関する

罪）」「4．電子計算機損壊等業務妨害罪」「5．個人情報保護

法」「6．児童ポルノ禁止法」「7．リベンジポルノ防止法」

の質問を設けた．「8．ファイル共有ソフトを利用していま

すか」という質問に対しては，回答は「1．よく利用する」

「2．ときどき利用する」「3．あまり利用しない」「4．利用

しない」の 4つの選択肢から選ぶ．ファイル共有ソフトに

ついてはWinny，BitTorrent，迅雷などの具体的なソフト

ウェア名称を例示のうえ，アンケート回答中に口頭で別途

説明を加えた．

事後アンケートは振り返りのためのアンケートである．

統制群，実験群の両クラスにおいて「1. 今日のガイダンス

で重要だと思った点，印象に残った点をあげてください」

「2. 今日のガイダンスで疑問に思った点，よく理解できな

かった点をあげてください」を問い，さらに，実験群では
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表 1 分野別問題数内訳

Table 1 Number of questions by category.

図 7 問題例

Fig. 7 An example of a question.

「3. 今日のガイダンスでは，グループメンバで資料を分担

して読み，同じ資料担当者同士で知識を深め，最後にグ

ループに戻って得た知識を共有するという学習法を行いま

した．この学習法についての感想を聞かせてください」の

質問項目を設けた．

3.5 事前・事後テスト

サイバー犯罪関連法規に関する事前・事後テストを実施

した．事前テスト・事後テストともに 4択問題 10問から

なり，1問 10点の 100点満点とする．10問中 3問は情報

処理技術者試験 [15]で出題された不正アクセス禁止法など

に関する問題を引用し，その他 7問はサイバー犯罪関連の

新聞記事を引用し，記事中に現れる法律の名称もしくは罪

の名称を空欄にし，その空欄にあてはまるものを 4つの選

択肢から選ぶ問題とした．10問の分野別問題数内訳を表 1

に示す．また問題例を図 7 に示す．なお，事前・事後テス

トとも学修ポートフォリオシステムmanabaで実施し，正

解はガイダンス終了後に提示される設定とした．

図 8 法令に関する認知度

Fig. 8 Cyber law awareness.

図 9 ファイル共有ソフト利用状況

Fig. 9 Use of file sharing software.

4. 結果と考察

4.1 事前アンケート

統制群の学生は 66人，実験群の学生は 64人であった．

法令に関する事前アンケート調査の結果を図 8 に，ファイ

ル共有ソフトの利用状況に関するアンケート調査の結果を

図 9 に示す．グラフ上の数値はその選択肢を回答した者の

実数である．なお，アンケート回収率は統制群，実験群の

いずれも 100%である．

図 8 が示すように，各種法律に対する全体的な認知傾向

は 2つのクラスで大きな相違はない．ただし，著作権法や

個人情報保護法，児童ポルノ禁止法において，実験群に比

べて統制群の方が内容を知っていると回答する者の割合が

高いなど，若干の相違を認めることができる．以下，実験

群の数字に基づいて結果をまとめる．著作権法については，

内容を知っている者が 19%，名称を知っている者が 72%で

ある．不正アクセス禁止法についても内容を知っている

17%，名称を知っている者は 66%であり，著作権法・不正

アクセス禁止法ともに，名称を知っているのみで内容の理

解不足がうかがえる．コンピュータ・ウイルスに関する罪

について内容もしくは名称を知っている者は 31%，電子計

算機損壊等業務妨害罪については 9%であり，コンピュー
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表 2 統制群の事前・事後テスト結果

Table 2 Pre- and post-test results (control group).

表 3 統制群の事前事後の変化

Table 3 Summary of t-test results (control group).

表 4 実験群の事前・事後テスト結果

Table 4 Pre- and post-test results (experimental group).

表 5 実験群の事前事後の変化

Table 5 Summary of t-test results (experimental group).

タ犯罪については相当認知度が低いことが分かる．個人情

報保護法については内容を知っているが 22%，名称を知っ

ているが 76%となっている．リベンジポルノ防止法につい

て内容もしくは名称を知っている者は 52%で，児童ポルノ

禁止法の 75%と比べてさらに低い認知度となっている．ま

た図 9 よりファイル共有ソフトを利用しない学生が大多数

であることが分かる．

4.2 事前・事後テスト

統制群の事前・事後テストのそれぞれの結果を表 2 に，

統制群の事前事後の変化を表 3 に，実験群の事前・事後テ

ストのそれぞれの結果を表 4 に，実験群の事前事後の変化

を表 5 に示す．

まず，事前テストの結果を群間で比較すると，統制群が

57.0点，実験群が 52.3点であり，統制群の方が情報関連

法令について理解している学生が若干多かったと考えられ

る．図 8 の事前アンケート結果が示すとおり，情報関連

法令について理解しているとする主観評価を行う学生が

統制群の方が多いこととも合致している．しかし，事前テ

スト結果について統制群と実験群の間でWelchの t検定

（5%有意水準の両側検定）を行ったところ，t値 = 1.28，

p値 = .203 > .05より有意差があるとはいえない．

図 10 各群での平均点の推移

Fig. 10 Difference in mean score improvement between two

groups.

次に，事後テストと事前テストの差得点について群ごと

に検証する．統制群の平均点は 3.0点上昇しているが，こ

の平均点の差について対応のある t検定（5%有意水準の両

側検定）を行った結果，表 3 に示すとおり，t値 = −1.42，

p値 = .161 > .05より，有意な差であるとは認められな

い．一方，実験群の平均点は 13.3点上昇しており，この平

均点の差について対応のある t検定（5%有意水準の両側

検定）を行った結果，表 5 に示すとおり，t値 = −5.21，

p値 < .001より，有意差が認められた．

また，差得点について群間での比較を行った．差得点に

ついて群間でWelchの t検定（5%有意水準の両側検定）を

行ったところ，t値 = −3.08，p値 = .0025 < .05より，差

得点の平均値は群間で有意な差があることが認められた．

各群における事前・事後テストの平均点の推移を図 10 に

示す．ここで，エラーバーは標準誤差である．一斉講義に

よるコンプライアンス教育を実施した統制群では有意な成

績の伸びが確認できない一方，ジグソー学習法によるコン

プライアンス教育を実施した実験群では有意な成績の伸び

が確認できる．なお，群間で明らかな差異が生じたことを

ふまえ，統制群に対しては後日ジグソー学習法による学習

機会を設けることとした．

4.3 事後アンケート

事後アンケートの自由記述について，意味の似通った回

答文を同じカテゴリに分類するアフターコーディングを手

作業により実施した．1人の回答が複数の文からなる場合

は 1文ずつ分類を行った．質問 1「今日のガイダンスで重

要だと思った点，印象に残った点をあげてください」につ

いて分類したものを表 6 に，質問 2「今日のガイダンスで

疑問に思った点，よく理解できなかった点をあげてくださ

い」について分類したものを表 7 に示す．さらに，実験

群に対する質問 3「今日のガイダンスでは，グループメン

バで資料を分担して読み，同じ資料担当者同士で知識を深

め，最後にグループに戻って得た知識を共有するという学

習法を行いました．この学習法についての感想を聞かせて
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表 6 重要だと思った点・印象に残った点

Table 6 Impression.

表 7 疑問に思った点・よく理解できなかった点

Table 7 Points of uncertainty.

ください」に対する回答について分類したものを，表 8 に

示す．なお，分類した回答をさらに，知識が深まった・理

解が深まったなどの「好意的意見」と，それ以外の「問題

提起」に大別して示している．

重要だと思った点・印象に残った点についてであるが，2

つの群で傾向に大きな違いはない．若年者の事件を例とし

て取り上げた効果があり，自分の身近に犯罪があり，自分

も罪を犯しかねないということは十分に感じたようであっ

た．また，自分が知らない法律の存在を知り，どのような

行為が犯罪とされるのかをよく理解することが大切だと感

じた様子であった．ただし，実験群では「知らない法律が

多くあり勉強になった」が 30.8%と最も高く，統制群では

「SNSで投稿するときは気をつけたい」が 34.4%と最も高

い．これは，実験群ではジグソー学習法によるコンプライ

アンス教育が強く印象に残っているのに対し，統制群では

ソーシャルメディア利用ガイドライン講義の方が強く印象

表 8 ジグソー学習法を取り入れた本実践に関する意見

Table 8 Comments on this jigsaw classroom.

に残っていることを反映していると考えられる．

疑問に思った点・よく理解できなかった点について，統

制群では「特になし」が 46.3%と高いのに対し，実験群で

は「どの行為がどの罪になるのか」について具体的な法律

名称や罪名をあげて疑問点とする回答が 16.2%と高かった．

実験群では，ジグソー学習法によって自分たちで一生懸命

調べて課題に取り組んだ結果，具体的な疑問を持つに至っ

たことが表れていると考えられる．

実験群におけるジグソー学習法を取り入れた本教育実践

に関する意見については，表 8 から分かるとおり，全回

答のうち 88.6%が好意的な意見であった．好意的な意見か

らは，学生が主体となり，自分で調べ，同じ課題の担当者

同士で相談し，グループに戻ってメンバに教えるプロセス

が，理解の助けになり知識が深まった様子が見て取れる．

また，自分が担当する課題があることで責任感を持って真

剣に取り組んでいること，自分の担当課題について詳細に

調べることができたことが分かる．最初は知らない者同士

がコミュニケーションをとってだんだん話ができるように

なること，それ自体を楽しんでいる様子も見受けられた．

一方で全回答のうち 11.4%と少数ながらも否定的な意見

を含む問題提起が見られた．自分で調べる方が理解でき

る，メンバがちゃんと調べていなくて困るといった意見が

見られた．グループのメンバがしっかり報告しないと他の

メンバが困るのは学習法の構成からしてまさにそのとおり

である．今回は筆者 1人で講義やファシリテーション，グ

ループワーク中の必要なサポートを行っていたが，十分な

サポートのためには学生アシスタントを置くことが望まし

い．また，コンピュータ教室で実施した都合上，各グルー

プがミーティングを行うためのスペースが十分に確保でき

なかった．アクティブラーニングルームでノート PCを使

用して実践することができればなお効果的であると考えら
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れる．

4.4 本教育実践の高い教育効果の要因および同様の効果

を得るために

本教育実践では，新入生を対象とするネットワーク利用

ガイダンスにジグソー学習法を取り入れたところ，一斉講

義形式のガイダンスと比べて，はるかに教育効果が高いと

いう結果が得られた．これほどまでに教育効果に差が生じ

た要因としては，

1. ジグソー学習法の仕組みそのものが主体的な学習を促

すため，学生が利用規定や関係法令を自分事としてと

らえる結果となったこと，

2. 一斉講義型ネットワーク利用ガイダンスは規程の一方

的な申し伝えになりがちで，学生は聞き流してしまう

か，聞いただけで理解した気になる傾向にあること，

3. ジグソー学習法での個人学習・専門家会議に，まさに

ネットワークを利用した調査学習を組み入れたため，

ネットワーク利用ガイダンスの実効性が高まったこと，

などが考えられる．他の授業で本報告同様の効果を得るた

めには，ネットワーク利用ガイダンスのように利用規定や

関係法令を理解させることを目的とするガイダンスである

こと，実際にネットワーク経由で調査する機会を設けるこ

と，が必要であると考えられる．

5. おわりに

本研究では，新入生を対象としたネットワーク利用ガイ

ダンスにジグソー学習法を導入し，その効果を検証するこ

とを目的として，実験群にはジグソー学習法を取り入れた

ガイダンスを行い，統制群には従来どおりの一斉講義形式

のガイダンスを行った．それぞれに事前・事後テストを実

施し，比較検討したところ，実験群における成績の伸びが

統制群におけるそれを上回っており，ジグソー学習法を取

り入れたネットワーク利用ガイダンスの学習効果が高いこ

とが示された．またアンケート結果から，当該ガイダンス

を受けた多くの学生が，自分自身も学習効果を実感してい

ること，その学習法自体に対して非常に好意的にとらえて

いることが分かった．ジグソー学習法を取り入れたネット

ワーク利用ガイダンスの高い有効性を示すことができたと

考える．
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推薦文

高等学校における教科情報に対する取り組みの程度が，

学校の方針や教員個人資質に大きく左右されており，大学

に入学してくる学生のリテラシも様々であるというのが，

わが国の現状であることは，本論文誌の読者間の共通認識

であろう．したがって，本論文が教育改善の対象としてい

る大学新入生を対象としたネットワーク利用のリテラシも，

様々な学生を対象にしなければならないといえる．さら

に，多くの高等学校では制限の方向で教育を受けてきたイ

ンターネット利用が，逆に大学ではキャンパスライフを有

意義にするために推奨されているというカルチャーギャッ

プを経ることを考えると，本論文が改善しようとしている

対象は，学部学科横断の情報リテラシの教育項目として重

要であるといえる．

本論文ではこの教育項目を協働学習の形で実現するもの

として，Aronsonが提案した jigsaw classroomの形式で実

施することを提案し，実践結果を報告している．実践報告

は 1回の実践結果にとどまっており，PDCAサイクルが循

環していない状況であるので，本当に提案手法がこの教育
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項目の領域に対して有効であるのか，あるいは本論文に記

載されたことだけで実践内容として十分であるのかという

疑問は残るが，提案内容に新規性があり，本誌に速報とし

て掲載する価値が備わっていると判断される．

かくいう次第で，本論文の内容の今後の発展を期待しな

がら推薦する．

（論文誌「教育とコンピュータ」編集幹事 鈴木 貢）
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